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本稿では，社会基盤施設の分野横断的管理のメリット・デメリットを整理し，その効果の定量化を一部実施
した．また，それらを後押ししうる外部環境変化についてもとりまとめた．分野横断的管理にはトップダウン
型とボトムアップ型があり，本稿の簡易シミュレーションにより，分野間の融通によるリスクファイナンスや
更新ピークの時間的分散効果による更新費の平準化の可能性などが示された．依然，各所管省庁の縦割り，用
途変更に伴う補助金の返還義務，など制度的課題は残存しつつも，公会計の整備，PFI法改正，デジタルトラン
スフォーメーションの発展などに伴い，導入のしやすさは過去より向上していることを示した．
Key Words : cross-section management, asset management, local government finance, risk finance,
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1. 本研究の背景と目的

社会基盤施設の老朽化問題が指摘されて久しい．道
路・港湾・空港・上下水道・廃棄物処理・農林水産・病
院・学校・社会教育施設・庁舎など複数の社会基盤施設
を管理する自治体は，財政がひっ迫しており，急務の
対策が必要とされる．
自治体は複数分野の社会基盤施設の管理主体である

ため，分野横断的な社会基盤施設の新設や維持更新が
理論上可能な主体である．例えば，一つの分野で予想
外の維持更新費が発生し，あらかじめ定められた予算
を超えた費用が緊急的に必要となった場合，かつ，起債
や補正予算などのリスクファイナンスが支弁できない
場合，この不足費用を他の分野の余剰予算から支弁す
ることが理論上としては可能なはずである．また，エ
リア全体の道路・上下水道管・学校・社会教育施設など
の一括更新なども理論上は可能なはずである．
しかし，制度的課題や実務上の運用面での課題など

のためか，分野横断的管理や対策を実施している自治体
は少ない．行っているとしても大阪市のように建築物
を対象とした施設の複合化・多機能化が大半であり 1)，
広島県のような相対的に投資額の大きい土木分野の社
会基盤施設を含めたものは極めて稀有である 2)．2013

年の国土交通省の土木関係部局への調査結果において
も分野横断的な維持管理計画を策定しているのは 931

の自治体でわずか 4.7％，分野横断的なアセットマネジ

メントを策定しているのも 2.6%とのことである 3)．
直感的には全体最適が可能となる分野横断的管理の
ほうが望ましいと皆考えるが，分野横断的管理がどの
ような問題を解決し，その定量的効果が曖昧である点
が，広まっていない要因の一つと考えられる．
他方，分野横断的管理を行うための制度的・財務的・
技術的インフラが一部整いつつある．総務省が進めて
いる公共施設等総合管理計画が制度として整いつつあ
り 4)，また，地方公会計の整備 5)により分野横断的に
財務の情報がみれる基盤も整いつつある．技術的な情
報管理についても国土技術政策総合研究所が分野横断
的管理を意図したデータベースを構築しつつある 6)．
上記の背景に伴い，本稿では，今一度，社会基盤施
設の分野横断的管理のメリット・デメリットを整理し，
その効果の定量化を目的とする．メリット・デメリッ
ト・効果を改めてレビューすることで分野横断的管理
の必要性を検討するのが狙いである．最後に残存する
実務上の課題を列挙し，実現にいたるまでの道筋を議
論する．

2. 本研究の位置づけ

社会基盤施設の老朽化に対する対応と分野横断的管
理に言及した学術研究は少ない．稲垣 7)は，財務部局
とインフラ所管部局間のカベおよび分野部局間のカベ
を取り除くのにオーストラリアのアセットマネジメン
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トの事例を例に分野横断的指標を用いることに言及し
ている．小林・稲垣・五十川 8) では，個別分野ごとの
最適化より複数分野間で最適化を行う方が全体として
最適化されるとし，こちらもオーストラリアの事例を
用いて説明を行っている．国土交通政策研究所 9)では
「社会資本の維持管理・更新の優先度付」および「主体
間連携による新たな社会資本の維持管理形態・方策の
導入」を調査の軸としながら，前者の一部で分野横断の
優先順位付けの手法について言及している．広島県の
取り組みを例として紹介しており，全国の全ての社会
資本を同じ水準で維持管理していくことは難しく，取
捨選択をせざるを得ないという前提のもと，分野横断
的な優先順位付けの必要性を述べている．
このように分野横断的管理のメリットやデメリット・

課題などに一部触れている論文などがある一方，この手
法に特化してメリット・デメリットなどを議論した論
文は筆者らの知る限り過去存在しない．定性的には分
野横断的管理が望ましいとされつつも具体的なメリッ
トや定量的な効果は把握されていない．また，自治体
行政の縦割りなど，解決するのに多くの時間を要する
課題もあり，過去あまりこの論点には触れられなかっ
たものと推察される．
本稿は，このような状況と，分野横断的管理実現の

追い風となる地方公会計や公共施設等総合管理計画の
整備などの環境変化があったことを踏まえ，分野横断
的社会基盤施設管理のあり方を整理していることに新
規性がある．

3. 分野横断的管理を必要とする背景

(1) 硬直的なインフラ管理予算
自治体は，県・市町村などの区分，自治体の規模な

どで分野が異なるが，道路，港湾，空港，農業施設，漁
港，上下水道，学校，公民館など複数分野の社会基盤
施設を管理している．エリアを区切ってその中の社会
基盤施設を一つの団体で管理しているため，ある個所
の社会基盤施設が予想外の劣化が生じ，それに伴う予
想外の維持更新コストが発生しても，同一分野の他の
箇所もしくは他の分野の維持更新予算を融通すること
で，これに対応できると理論的には考えられる．しか
し，図–1等にある通り，社会基盤各分野での普通建設
事業費や維持補修費のシェアは大きな変化はない．つ
まり，分野間の融通というのは行われていない．これ
には下記のような理由が考えれる．
1 　社会基盤施設の所管省庁が異なる．例えば，道路・

港湾・空港・下水道などは国土交通省所管だが，上
水道は厚生労働省，工業用水道は経済産業省，農
業施設は農林水産省，林業施設は林野庁，学校・社

図–1 分野ごとの新設改良費のシェアの時系列

会教育施設は文部科学省，といった形である

2 　財源の種類が異なる．一般財源でなる一般道路・
治山施設・文教施設などと，料金収入からなる有
料道路・上下水道・工業用水道などがある．財源
の種類が異なり，特に使用者負担となっている社
会基盤施設の予算を他の分野の維持更新コストに
まわすのは困難

このように，自治体は分野横断的な管理が行える立
場にある中，所管省庁や財源など分野間の壁によって，
それが行えていないのが現状である．
総務省主導で自治体においては公共施設総合管理計
画の策定がなされているが，これは個別分野の長寿命
化計画が先行していたため，それらを束ねたものに過
ぎない．
単一分野の予算のみでできることは限られている．野
村総合研究所の調査によれば図–2，2008年時点で 10)

「投資および維持管理費の両方を削減する」と回答した
自治体は 23%とのことであり，この時点で既に新設投
資や更新投資を行えず，さらに維持管理費まで削減し
ている自治体があることがわかる．ある分野に重点的
に維持更新予算をまわし，ある分野はまだ耐用年数が
残存しているので優先度を劣後にするといったような
ことが現時点では可能となっていない．

(2) 社会保障費等社会基盤施設の維持更新以外の予算
の増加

少子高齢化の本格的な到来に伴い，社会保障費用の
増加が今後見込まれる．人口減少に伴い税収も減少す
る中，社会保障費用は増加するので，削減されるのは
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図–2 野村総合研究所の調査

社会基盤施設に関する維持更新費用と考えられる．各
分野のシェアを維持したまま，社会基盤施設の維持更
新予算が削減された場合，全分野の維持更新予算が削
減され，どの分野も財政不足になる状況が考えられる．
こうした状況を打破するためには分野横断的管理，分
野横断的な予算配分が必要となるだろう．

(3) 面開発の効率化の必要性

首都圏を始めとしてエリア的に再開発を行う事業が
数多くある．個別分野のアセットマネジメントが行わ
れている現在では，各個別分野インフラの優先順位と
面的な再開発の優先順位が必ずしも合致しているわけ
ではない．その証拠に図–3のような地下埋設物に関し
ては数多くの分野の管渠があり，幾度となく行われる
掘り返しを防止するための路上工事調整支援といった，
地下埋設物の工事調整に関するコンサルティング市場
が組成されている 11),12)．分野横断的なアセットマネ
ジメントが確立されれば，このような工事調整に関す
る追加的な費用が軽減される可能性がある．

図–3 埋設管の種類

4. 分野横断的管理の定義とベンチマーク

そもそも分野横断的管理については定義すらままな
らない．本稿では，道路や港湾といった複数分野の社
会基盤施設において，それぞれの分野で需要予測や性
能評価を行い，何らかの分野横断的指標を用いて更新・
修繕・除却といった処置の優先順位を分野横断的に策
定することと定義づける．
稲垣 7) や小林ら 8)，国土交通政策研究所 9) で参照
しているのは常にオーストラリアの事例である．例え
ば，オーストラリアのキャンベルタウン 13)では，1.健
全度 (Overall Conditions)，2.政治的優先度 (Political

Priority)，3.機能停止時の影響 (Consequence of Depri-

val)，4.首長による優先度 (Executive Priority)，5.建設
品質 (Build Quaility)，6.メインテナンスレベル (Main-

tenance Standard)，7.活用状況 (Utilization)，8.経済
効率性 (Economic Benefit)，9.歴史的重要性 (Heritage)

の 9種類の指標を用いて分野横断的な評価を行ってい
る．それぞれを離散値で求めているわけではなく 5段
階の評価で行っているため，科学的なアプローチとは
いいがたいが，維持更新の優先順位の概要をつかむた
めには十分なアプローチといえる．
オーストラリアのニューサウスウェールズ州 14) で
は，全ての分野の社会基盤施設はお互いつながりがあ
るとしており，統合的な土地活用計画と社会基盤施設
計画を策定するとしている．特徴的なのは優先的なプ
ロジェクトを財務省と第三者機関であるインフラスト
ラクチャ NSWが設定している点である．財務書も各
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表–1 ボトムアップとトップダウン

ボトムアップ トップダウン

特徴 個別分野で個別最適の優先順位を立てた後に
全体としてとりまとめ，齟齬がある部分を調整

財務部局や第三者機関が
各社会基盤施設分野からの情報を吸い上げ

面的なプロジェクトの優先順位付けを付けたのちに，
各分野で維持更新の優先順位付け

近しい実用例 我が国の公共施設等総合計画 オーストラリア各州

メリット ・現場の最適化
・迅速な計画策定と意思決定

（財務部局が定めているため意思決定が早い）
・財政がひっ迫した際にとれる措置が相対的に多様

デメリット
・個別分野で財源が薄くなった場合，
とれる処置の選択肢が狭まる
・面再開発等に時間がかかる

・現場からのハレーションの可能性
・優先順位劣後となった社会基盤施設管理者の

不公平感と産業衰退

図–4 平準化のイメージ

所管部局の横割り組織であるため，所管部局にとって
は第三者機関といえる．このような第三者機関が公平
に複数分野にまたがるプロジェクトの優先順位を付け
た後で，各社会基盤分野で維持更新の優先順位を付け
ている点がわが国の計画とは大きく異なる．
わが国の公共施設等総合管理計画は複数分野をカバー

しているという点では近しいコンセプトのものとなっ
ているが，個別計画を束ねたもののように見受けられ，
オーストラリアのようにトップダウンとなっておらず
分野横断的な優先順位等を定めたものとはなっていな
い．この 2つを比較すると，トップダウン型とボトム
アップ型の分野横断的管理があるように思われ，それ
らの特徴は表–1のようにまとめられる．
これらの例をとると分野横断的な管理のメリットは

下記のようにまとめられる．
一つ目に考えられるのは，分野間の融通によるリス

クファイナンスである．ある分野で予想外の維持更新

費用の発生が生じ，保険や起債・補助金といったリス
クファイナンスが確保できない場合，他の分野の余剰
予算をまわすといった手法がとれる．
二つ目に考えられるのは時期による維持更新予算の
選択と集中による維持更新予算の平準化である．例え
ば図–4にあるとおり，分野Aで 100の予算をおいてお
き，維持更新需要のピークがくると 150になるとする．
その場合，100の予算で 150の更新需要のピークをど
のように対処するか考えなければならない．ここで違
う時期に維持更新需要が到来する分野 Bと予算を融通
しあうことができるようになることとする．その場合，
200の予算で 250の維持更新需要のピークに対応すれ
ばよいことになる．各分野のみで対処するか，分野横
断的に対処するか，どちらの対処法が，難易度が低く
なるかは自明であろう．このように，社会基盤施設の
分野ごとの耐用年数の違いを用い，維持更新需要の時
間的分散を測ることで，同予算の平準化がしやすい状
況となる．
三つ目に考えられるのは共同施工・共同調達などに
よる単工事コストの削減である．例えば図–3にあると
おり，上水道の水道管，下水道の更生工法，民間インフ
ラである通信や電力のケーブルの更新工事，このよう
な工事があるたびに舗装を掘り返すのは自治体の全体
の維持更新予算を増加させる行為に他ならない．分野
横断的に管理を行い，これらの工事を一括して行えれ
ばコストが削減できる．前述したとおり，現在は頻度
の高い路上工事調整などで渋滞コストの削減に努めて
いるが，分野横断的理を行えば，この費用を削減しや
すい状況となる．また，分野間に横断する類似施設を
管理し，共同施工・共同調達することによる効率化が
考えられる．例えば，道路構造物も国土交通省道路局
が所管する道路もあれば，港湾局が所管する港湾道路，
農林水産省の農道・林道などがある．サービス水準は
異なるが，共通で調達できる素材等はある．航空局が
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図–5 分野と工事種の関係

所管する空港のうち，海上型空港の護岸や港湾局が所
管する港湾の護岸も同様である．図–5は，建設工事受
注動態統計調査をベースに分野ごとの工事種別の内訳
を示したもの 15)であるが，分野間で類似工事があるこ
とがわかる．これらを束ねて修繕工事をすることなど
による効率化が分野横断的管理で実現できるだろう．
四つ目に考えられるのは，公共建築物の分野に限ら

れるが社会基盤施設の複合化である．市役所や小学校
に社会教育施設を移転させた上で更新する，などの措
置が該当する．こうした取り組みは公共施設等総合管
理計画などで既に実践されている．
市街地再開発事業はエリアを区切って様々な分野の

社会基盤施設を再構築した上で上物施設をつくるので，
分野横断的管理の萌芽事例といえるだろう．ただし，再
開発事業は国土交通省所管事業であり，これも真に横
断的なものとはなっていない．

5. 分野横断的管理を可能とする制度等の進
展

多数のメリットのある分野横断的管理がいままであ
まり論点になっていなかった理由としては，所管省庁
の違いや所管省庁から得られる補助金が用途返還等を
行うと返還しなければならない，など制度的な要因が
大きい．上記のような制度的要因は今後も課題として
残存するものと考えられるが，一部追い風となるよう
な環境変化が生じている．
一つは，地方公会計の整備である．分野横断的管理

を実施するためには，分野横断的な指標が必要である．
分野間での予算分配などを実現するためには，その社会
基盤施設の新設や維持更新が他の事業と比べ如何に有
用かを示す必要がある．そのためには便益が異なる社

表–2 平成 30 年度決算に係る全体財務書類（財務 4 表）の
作成状況

作成済み 1,400 78.3%

作成中 341 19.1%

未着手 47 2.6%

合計 1,788 100.0%

会基盤施設を比較するための分野横断的指標が有用と
なろう．便益を比較するためには便益を貨幣価値化す
る必要がある．地方公会計の整備はこうした分野横断
的指標を算出するのに追い風となる制度改革といえる．
総務省は近年地方公会計の整備を進めている．平成

18年度以降，総務省は地方自治体に対して，新地方公
会計の整備（財務 4表の作成）を要請してきた．これ
らの書類の位置づけは，財政の効率化・適正化を図る
ため，現金主義・単式簿記 による予算・決算制度を補
完するものとされている．平成 26年には固定資産台帳
の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成
に関する統一的な基準が示され，平成 27年には平成 29

年度までの 3年間ですべての地方公共団体について統
一的な基準での作成が求めている．この統一的な基準
では，以前まで認められていた総務省改訂方式とは異
なり，社会基盤施設を含む固定資産台帳整備を前提と
している．
統一的な基準による財務書類の作成状況等に関する
調査 16)によれば，令和 2年度決算に係る全体財務書類
（財務 4表）は，89.2%の地方自治体で作成済みとされ
ている（表–2参照）．固定資産台帳整備を前提としてい
る新基準であるため，上述した社会基盤施設運営の課題
に対する検討にも使われていそうなものだが，同調査
によると「公共施設等総合管理計画の策定や改定時に
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図–6 令和元年度中における財務書類等の活用状況

財務書類や固定資産台帳の情報を活用した」は 21.1%，
「個別施設計画の策定や改定時に財務書類や固定資産台
帳の情報を活用した」は 7.6%，「公共施設の見直し等を
行う際の検討材料として，財務書類や固定資産台帳の
情報を利用し，施設の適正管理に活用した」は 3.4%に
留まっている（図–5.参照）．まだ道半ばであるが，活
用方法が明確化されれば，広がりをみせるだろう．
二つ目は，個別計画を束ねただけではあるが，公共

施設等総合管理計画の広がりである．これもトップダ
ウン型の分野横断的管理の追い風となる．現状はボト
ムアップ型の色濃い計画ではあるが，制度の枠組みは
できているので，今後トップダウン型を一部組み込み
やすくなったものととらえられる．
三つ目は，2011年の改正PFI法である．これにより，

コンセッション方式を始めとする柔軟な民活スキーム
が採用されるようになった．まだ賛否両論あるが，県
の用水供給事業（厚生労働省所管）と流域下水道事業
（国土交通省所管），工業用水道事業（経済産業省所管）
を束ね，その運営権を民間企業に設定している，宮城
県のみやぎ型管理運営方式は，分野横断的管理の先駆
事例の 1つといえるだろう．ここでもメリットの 1つ
にスケールメリットを挙げている 17)．
四つ目は，デジタルトランスフォーメーションであ

る．みやぎ型管理運営方式の受託者であるメタウォー
ターグループの提案概要書 18)では上工下水の水質管理
のために水みやぎ DXプラットフォームを構築し，用
水供給・工業用水・流域下水事業の水質が確認できる
ようにすることが明記されている．本データは，発注
主である宮城県も確認できるようになっている．本事
例は，分野横断的に取り扱う「水」という財をデジタル
技術を用いて管理することにより分野横断的管理を実
現しようとしている．このような財がなくとも，衛星
データや GISが普及し，地図情報に様々なデータを格
納することができるようになった．そのため，エリア
ごとに様々な分野の社会基盤施設の状況を把握するこ

とができ，例えばエリアで優先順位をつけるといった
ことが技術的に可能となった．
前述したように，所管省庁への補助金返還など制度的
課題は複数残されているものの，1.地方公制度により
分野横断的指標を構築しやすくなり，2.公共施設等総
合管理計画によりまだトップダウン型には至っていな
いが分野横断的管理の制度・枠組みが整備され，3.改正
PFI法等の影響で分野横断的な民間活用が可能となり，
4.デジタルトランスフォーメーションで横断管理が情
報技術的に可能となった，というのが現状といえる．

6. 効果の定量化

(1) 検証項目
本節では，分野横断的管理のメリットの定量化を行
う．前述した通り，1.分野間の融通によるリスクファ
イナンス，2.時期による維持更新予算の選択と集中に
よる維持更新予算の平準化，3.共同施工・共同調達な
どによる単工事コストの削減，4.社会基盤施設の複合
化，の 4つが大きなメリットと考えられる．そのうち，
3.に関しては，個別のケースによって状況が異なるた
め，本稿では検証を行わない．また，4.に関しては，各
複合化計画においてそのコストメリットを自治体など
が公表しているため，取り扱わない．主となる 1，2に
関する効果についてここでは定量化を行う

(2) データの概要
福岡市は，平成 28年度決算から統一的な基準に基づ
く財務書類等を作成し，その補助簿となる固定資産台帳
を整備している．本研究では，福岡市の固定資産台帳
を用いて分野横断的管理の評価を行う．評価には，固
定資産台帳の内，橋梁，道路，港湾施設を用いる．表–3

に，各資産の概要を示す．

表–3 各資産の概要

資産種別 件数
橋梁 714

道路 5,056

港湾構造物 66

合計 5,836

(3) 評価方法
資産数を N とおく．資産 n(= 1 . . . , N)の健全度を

ni(i = 1, . . . , I)とする．また，各資産 nの劣化・補修
過程を，マルコフ連鎖モデルとしてモデル化し，健全
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度が推移する確率として表現する．
νt,n = νt−1,nΠn (1)

ここで，νt,n は資産 nの t年目における状態ベクトル
を，Πnは資産 nの推移行列を表す．ただし，t = 0は，
資産 nの取得時を示す．
本研究では，各資産にマルコフ推移確率を与え，シ

ミュレーションを行うことにより，1，2に関する効果
の定量化評価を行う．

7. 今後の課題
(1) 効果定量化に関する課題
本検討では複数ある分野横断的管理のメリットのう

ち，リスクファイナンスに関する効果の定量化と時間的
分散による維持更新費の平準化効果を検証した．もう
一つの主要なメリットである共同調達・共同竣工等に
よるコスト削減効果も今後検証すべきである．各自治
体により事情が異なるため，どこかの自治体を用いた
実証的研究が今後必要であろう．道路や港湾道路・農
道・林道といった分野間に跨る類似構造物の管理によ
るスケールメリット等の議論は深堀すべきものと考え
られるし，デジタルトランスフォーメーションで可能
となる事項はより網羅的に考察を深めるべきものと考
えられる．特に広域性の検討を可能とする GISを用い
た地図情報や近年機数が飛躍的に増加する衛星データ
をどのように用いるかは今後の課題といえるだろう．

(2) 依然存在する制度的課題
分野間の縦割りは依然課題であり，自治体の視点から

みた統一的な分野横断的指標の設定が必要である．企
業の場合，事業別に投下資本利益率（ROIC）などの分
野横断的指標を用いて比較を行う 20)．公会計制度が進
んだ今，類似した指標の設定が必要であろう．自治体
の場合，収入の扱いが自治体や会計・社会基盤施設の
分野により異なる．ROICのように，社会基盤施設への
投資に対する効率性を分野間で比較するならば，税収
もしくは料金収入からコストを引いた値を投資額で除
した値などが有用であろう．一般会計・各特別会計と
いった単位の比較では可能なはずである．他方，一般
会計で賄われている分野内で比較するには税収を各社
会基盤施設の分野に分配しなければならないため，さ
らなる検討が必要である．他方，料金収入が単一分野
に紐づけやすい水道や下水道などの特別会計であれば
上記の指標を求めるのは比較的容易であろう．一般会
計と料金収入から得ている特別会計との比較法方法は
何らかの整合性を今後必要とする．根本的な問題であ
る用途変更時の補助金の返還もこの計算に組み入れる
ことが望ましい．

(3) 運用面の実装的な課題
ボトムアップ型の分野横断的管理か，トップダウン
型の分野横断的管理を実施すべきかについては，さら
なる考察が必要であるが，本稿で示したメリットを発
揮するためには，トップダウン型のほうが望ましいで
あろう．なぜならば，トップのほうが各分野に第三者
的な視点で評価などを行うことができ，リスクファイ
ナンスや時間的分散を大胆に実施することが可能だか
らである．
みやぎ型運営方式のような分野横断的なバンドリン
グを行った上での民間委託が広がるにはまだ時間を有
するだろう．バンドリングを行った分，民間企業が応
募する際に実施するデューデリジェンスの難易度が通
常より難しいものとなっており，それをハンドリング
できる自治体はわずかだからである．
デジタルトランスフォーメーションも同様にハンド
リングが難しい概念の一つである．ある程度 ICT関係
の知見が必要であるし，導入コストだけでもそれなり
の費用を必要とする．他方，確実に民間企業のほうが
この分野は進んでおり，扱いにも慣れているため，分
野横断的な民間活用を促す一つの契機となる可能性が
ある．
なお，本研究で提案した評価の結果及び考察に関し
ては研究発表会にて提示する．
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